
◎五島市行政機構図（平成24年4月1日現在）

4．五島市・組織・沿革
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五島市は平成16年8月1日、福江市、南松浦郡富江町・玉之浦町・三井楽町・
岐宿町・奈留町の1市5町が合併（新設合併）して誕生しました。

○旧福江市
明治22年4月／南松浦郡福江村・奥浦村・崎山村・本

山村・大浜村・椛島村・久賀島村が発
足

大正8年10月／福江村が町制施行により福江町に
昭和29年4月／福江町、奥浦村、崎山村、本山村、大

浜村が合併して福江市制を施行
昭和32年3月／椛島村を編入
昭和32年11月／久賀島村を編入
○旧富江町
明治22年4月／南松浦郡富江村が発足
大正11年9月／町制施行により富江町に

○旧玉之浦町
明治22年4月／南松浦郡玉之浦村が発足
昭和8年11月／町制施行により玉之浦町に
○旧三井楽町
明治22年4月／南松浦郡三井楽村が発足
昭和15年11月／町制施行により三井楽町に
○旧岐宿町
明治22年4月／南松浦郡岐宿村が発足
昭和16年4月／町制施行により岐宿町に
○旧奈留町
明治22年4月／南松浦郡奈留島村が発足
昭和32年11月／町制施行により奈留町に

合併時に発足した五島市議会は、
旧1市5町の議員がそのまま新市議
会の議員となる在任特例により91人
でしたが、平成17年1月30日に議会
解散を問う住民投票があり「賛成多

数」で即日解散。平成17年2月27日の選挙で、定数26
人の新しい議会がスタートしました。
その後、合併後の市の人口が毎年1000人規模で減少

していることや行財政改革に対して議会みずから範を
示すとの立場から議員定数等調査特別委委員会を発足、
26人の定数を22人に削減し、平成21年2月の市議会議
員選挙から施行されています。
また、平成25年2月には、3回目の選挙が執り行わ
れます。

五島市議会議長 椿山 恵三

◎沿革（旧1市5町）

1．市議会

長崎県五島市市勢要覧
2012年度版

5．市議会・財政
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歳入総額
279億9,621万4千円

市 税
3,099,197

地方譲与税
276,108

市 債
3,769,700

諸収入
301,616

利子割交付金
7,766
配当割交付金
4,216

株式等譲渡所得割交付金
1,256

地方消費税交付金
358,182

ゴルフ場利用税交付金
5,701

地方交付税
14,601,914

自動車取得税交付金
34,574

地方特例交付金
57,909

分担金及び負担金
253,110

交通安全対策特別交付金
6,184

使用料
164,436

手数料
103,417

国庫支出金
2,767,572

国有提供施設
助成交付金
12,459

県支出金
2,015,399

財産収入
82,407

寄付金
7,703

繰入金
65,387

繰越金
1

歳出総額
279億9,621万4千円

議会費
225,543

予備費
19,841

諸支出金
28,495

総務費
3,523,394

民生費
6,785,328

衛生費
4,077,731

労働費
22,181

農林水産業費
1,789,469

商工費
631,610

土木費
1,569,727

消防費
1,937,256

教育費
2,553,949

災害復旧費
28,549 公債費

4,803,141

市 税
3,330,857

地方譲与税
302,160

市 債
3,494,200

諸収入
311,741

利子割交付金
11,185
配当割交付金
3,860

株式等譲渡所得交付金
1,256

地方消費税交付金
374,635

ゴルフ場利用税交付金
5,319

地方交付税
15,436,151

自動車取得税交付金
49,530

地方特例交付金
87,550

分担金及び負担金
232,701

交通安全対策特別交付金
6,166

使用料
174,747

手数料
113,611

国庫支出金
4,088,100

国有提供施設
助成交付金
13,841

県支出金
2,065,799

財産収入
102,858

寄付金
18,255

繰入金
39,019

繰越金
940,449

歳入総額
312億399万円

歳出総額
303億1,934万3千円

議会費
184,011

諸支出金
28,087

総務費
4,862,613

民生費
6,661,669

衛生費
4,178,438

労働費
21,887

農林水産業費
1,897,035

商工費
794,758

土木費
1,388,713

消防費
1,008,444

教育費
3,500,619

災害復旧費
102,512

公債費
5,690,557

歳出決算額
142億1,956万円

港湾整備
24,284

と畜場
39,644下水道

11,797

後期高齢者医療
422,487

国民健康
（事業勘定）
6,464,667

国民健康
（直営診療施設勘定）

539,445
老人保健
365

診療所
173,582

大浜財産区
32,815

本山財産区
27,870

土地取得
43,968

公設小売市場
4,338

介護保険
（事業勘定）
5,446,533

介護保険
（介護サービス
事業勘定）
47,356

交通船
70,957

簡易水道
869,452

市の平成22年度決算統計では、普通会計歳入決算額
合計は312億円で、そのうち自主財源となる地方税は
33億円、歳入総額の10．6％となっています。
地方交付税は、154億円で歳入総額の49．3％を占め、
これに国県支出金などをあわせた依存財源は歳入総額
の82．9％、259億円になります。
歳出総額は303億円で、このうち人件費・扶助費・
公債費の義務的経費が153億円と歳出総額の50．3％を
占めています。
市税等の自主財源に乏しく事業財源を起債に頼らざ

るを得ないため、実質公債費比率が高くなっています。
また、財政の硬直化も進行しているため経常収支比率
も高く88．9％となっています。財政力指数は0．24と
なっており、県下市町村平均（0．39）と比べても低く
なっています。なお、市全域が過疎地域自立促進特別
措置法の指定を受けています。

2．財政

●平成24年度一般会計当初予算

3．歳入歳出決算の状況

●平成22年度一般会計決算

4．特別会計決算の状況

5．市議会・財政

単位：千円

単位：千円

単位：千円
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